
第1章　令和元年度　行財政の概況

第１節　決算の概況
　 関川村の令和元年度の一般会計と特別会計及び水道事業会計の決算額は、次のとおりです。

（１）一般会計と特別会計

歳入歳出決算状況

歳入決算額 歳出決算額 差引
翌年度へ繰
り越すべき

財源
実質収支 単年度収支

財政調整
基金積立・

取崩

実質単年
度収支

A B A-B=C D C-D

4,761,070 4,608,359 152,711 13,380 139,331 △ 1,020 250 △ 770

2 国民健康保険事業 581,330 558,204 23,126 0 23,126 3,786 3,786

3 国 保 関 川 診 療 所 81,352 74,847 6,505 0 6,505 5,283 5,283

4 介 護 保 険 事 業 1,048,318 1,005,314 43,004 0 43,004 △ 19,490 △ 19,490

5 後 期 高 齢 者 医 療 63,882 63,721 161 0 161 △ 722 △ 722

6 村 有 温 泉 7,160 6,039 1,121 0 1,121 454 454

7 宅 地 等 造 成 1,969 0 1,969 0 1,969 0 0

8 簡 易 水 道 143,648 117,790 25,858 0 25,858 21,093 21,093

9 公 共 下 水 道 事 業 419,964 390,369 29,595 0 29,595 15,827 15,827

10 農業集落排水事業 98,755 90,347 8,408 0 8,408 3,989 3,989

7,207,448 6,914,990

（２）繰越明許費の状況

国県支出金 地方債 受益者負担

54,000 0 0 54,000 0 0

2,500 0 0 0 0 2,500

16,000 0 5,220 3,400 0 7,380

28,000 0 15,000 10,000 0 3,000

5,000 4,500 0 500

105,500 0 20,220 71,900 0 13,380

（単位：千円）

会計名

1 一 般 会 計

特
別
会
計

一般会計と特別会計決算額の単純合計は、
　　歳入   ７２億　　７４４万８千円 （前年度　７４億１，８８７万７千円）
　　歳出　 ６９億１，４９９万円 （前年度　７１億３，３７８万３千円）
で、前年度と比べると歳入は２．８％（２億１，１４２万９千円）、歳出は３．１％（２億１，８７９万３千円）の減となりまし
た。
　一般会計の歳入は、４７億６，１０７万円（対前年１億７，８０５万４千円の減）となりました。地方交付税は２３億１，
８４３万９千円（対前年８，２３９万８千円の増）、村税は６億７，９４８万４千円（対前年１，４７１万４千円の減）、繰入
金は３，７０１万９千円（対前年１億６，６７３万１千円の減）となりました。
　歳出は、４６億８３５万９千円（対前年１億５，５１９万８千円の減）となりました。女川地区県営圃場整備事業（１億
５，１００万円）をはじめ、消雪パイプ更新事業（９，２４２万９千円）などを実施しました。

（単位：千円）

事業名 金　額 翌年度繰越額

左の財源内訳

既収入
特定財源

未収入特定財源
一般
財源

道 路 橋 り ょ う 維 持 費 16,000

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 費 28,000

県 営 土 地 改 良 事 業 負 担 金 54,000

観 光 施 設 管 理 費 2,500

施 設 整 備 費 （ 消 防 費 ） 5,000

合　　　　　計 105,500
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（３）水道事業会計

（４）財政指標

（単位：千円）

区　　　分 収　　　入 支　　　出 差　　　引

収益的収支 119,966 110,865 9,101

合　　　計 121,044 179,723 △ 58,679

資本的収支 1,078 68,858 △ 67,780

（単位：千円，％）

※収益的収支には消費税を含まない。

区　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

標 準 財 政 規 模 3,050,004 3,103,983 3,151,396

公営企業法が適用される水道事業会計の決算額は、
　　収　入　　１億２，１０４万４千円　（前年度１億４，６０９万９千円）
　　支　出　　１億７，９７２万３千円　（前年度２億３，７３２万３千円）
　で、前年度と比べると収入は２，５０５万５千円、支出は５，７６０万円の減額となりました。
　なお、収益的収支では９１０万１千円の黒字となりましたが、資本的収支では６，７７８万円の財源不足となり、過
年度損益勘定留保資金６，４９０万円と当年度分損益勘定留保資金２８８万円で補てんしました。

8.5 9.3 9.9

将 来 負 担 比 率 44.9 47.3 41.0

健

全

化

判

断

比

率

実 質 赤 字 比 率 - - -

連結実質赤字比率 - - -

実質公債費比率
（３か年平均）

基 準 財 政 需 要 額 2,825,892 2,800,534 2,871,838

基 準 財 政 収 入 額 677,016 701,928 698,936

経 常 収 支 比 率 86.9 88.4 87.2

財政力指数（単年度）
　　　　　　　３か年平均

(0.240)
0.234

(0.251)
0.243

(0.243)
0.245

債務負担行為翌年度以降
支出予定額（一般財源等）

3,948 970 164

経 常 一 般 財 源 比 率 97.7 96.8 97.8

標 準 税 収 入 額 848,125 878,680 872,268

地 方 債 年 度 末 現 在 高 5,133,007 5,217,113 5,224,563
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財 政 用 語

実質赤字比率…一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。

連結実質赤字比率…一般会計と特別会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

実質公債費比率…公債費の元利償還金等の標準財政規模に対する比率。

実質公債費比率＝ （A＋B＋C＋D＋E） － F
G － F

A：公債費充当一般財源（繰上償還等を除く）

B：公債費に準ずるもの（「準元利償還金」という=公営企業債の元利償還金対する普通会計からの繰入金等）

C：一部事務組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

D：公債費に準ずる債務負担行為充当の一般財源

E：一時借入金利子償還金

F：普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された地方債元利償還金及び準元利償還金

G：標準財政規模＋臨時財政対策債

将来負担比率…村が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

形式収支…歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いたものをいいます。

実質収支…形式収支から、継続費、逓次繰越、繰越明許費、事故繰越、事業繰越及び支払繰延べに伴い翌年度へ繰越すべ

き財源を差し引いたものをいいます。いいかえれば本来当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額です。

単年度収支…当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いたものをいいます。

実質単年度収支…単年度収支に当該年度において積み立てた財政調整基金積立金及び地方債の繰上償還金を加え、これ

から当該年度において取り崩した財政調整基金積立金の額を差し引いたものをいいます。

実質収支比率…標準財政規模に対する実質収支の割合。

財政力指数…財政力を測定する一つの尺度として財政力指数があります。これは全国的に見て標準的な行政を行う場合に

必要とされる経費（基準財政需要額）と、それを賄うために必要とされる標準的な収入（基準財政収入額）を比

較したものです。

基準財政収入額

財政力指数＝ の過去3カ年の平均

基準財政需要額

公債費比率…理論的に算出した一般財源総額に占める公債費の償還に充てた一般財源の割合。

起債制限比率…公債費比率に、普通交付税の算定において基準財政需要額に事業費補正として算入された公債費を加味し

た過去3ヶ年度の平均値で、財政運営の弾力性を表します。この比率により地方債が制限されます。

公債費負担比率…一般財源総額に占める公債費償還に充てた一般財源の割合で、財政運営の弾力性を表す。実質的な公

債費負担の状況をみる場合に使われます。

経常収支比率…経常一般財源総額に占める経常経費に充てた一般財源の割合で、財政構造の弾力性を測定する比率です。

通常、経常一般財源総額には、減税補てん債及び臨時財政対策債を含める扱いとなっています。

経常一般財源比率…標準財政規模に対する経常一般財源収入額の割合で、100を超える度合いが高いほど歳入構造に弾

力性があることを示します。
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